
青森県の財務諸表のポイント

新地方公会計制度に基づく新地方公会計制度に基づく

普通会計・連結財務４表



新地方公会計制度とは

• 地方公会計改革は「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」において普通会計
ベース及び連結ベースの財務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動
計算書）を国の作成基準（基準モデル又は総務省方式改訂モデル）により整備することが求められたも計算書）を国の作成基準（基準 デル又は総務省方式改訂 デル） より整備する 求められたも
のである。

・ 県では普通会計・連結財務書類４表を総務省方式改訂モデルにより作成し、公表するものである。

行政コスト計算書

　資産　【3兆6,670億円】 　負債　【1兆5,650億円】 経常行政コスト　【5,589億円】

－

経常収益 【171億円】

〈普通会計財務書類４表の関係〉

貸借対照表

… 経常収益 【171億円】

　歳計現金　【86億円】 　純資産 【2兆1,020億円】 ＝

　… 純経常行政コスト　【5,418億円】

純資産変動計算書

期首純資産残高　【2兆1,174億円】

－

純経常行政コスト　【5,418億円】

資金収支計算書

収入　【7,376億円】

－

支出　【7,380億円】

＋

一般財源、補助金受入等　【5,437億円】

－

臨時損益等　【173億円】

＝

＝

歳計現金増減額　【▲4億円】

＋

期首歳計現金残高　【90億円】

＝
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＝

期末純資産残高　【2兆1,020億円】期末歳計現金残高　【86億円】

＝



普通会計貸借対照表
○資産の部 ３兆６，６７０億円（▲４３億円、０．１％の減）

・新規投資の抑制と減価償却の進展等による有形固定資産の減（▲４５９億円）

国の補正予算に関連する基金等の増（＋３３５億円）

普通会計貸借対照表

・国の補正予算に関連する基金等の増（＋３３５億円）

・地方独立行政法人青森県産業技術センターの設立に伴う出資金の増（＋７２億円）

○負債の部 １兆５，６５０億円（＋１１１億円、０．７％の増）

・行財政改革の推進による職員数の減少に伴う退職手当引当金（翌年度支払予定退職手当を含む）の減（▲３７億円）

○純資産の部 ２兆１ ０２０億円（▲１５４億円 ０ ７％の減）

・行財政改革の推進による職員数の減少に伴う退職手当引当金（翌年度支払予定退職手当を含む）の減（▲３７億円）

・国営土地改良事業費負担金に係る長期未払い金の減（▲４０億円）

・臨時財政対策債等による地方債（翌年度支払予定地方債を含む）の増（＋１９３億円）

○純資産の部 ２兆１，０２０億円（▲１５４億円、０．７％の減）

公共資産

3兆4 053億円（▲447億円）

流動資産330億円（▲65億円）

固定負債

1兆4,324億円

純資産

2兆1,020億円
21年度

3兆6 6 0億円 3兆4,053億円（▲447億円）

投資等2,287億円

（＋469億円）

兆 , 億円

（＋132億円）

流動負債1,326億円

（▲21億円）

兆 , 億円

（▲154億円）3兆6,670億円

（▲43億円）
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行政コスト計算書行政コスト計算書
○経常行政コスト ５，５８９億円（▲２１億円、０．４％の減）

当年度の行政サービスに要する費用のうち、資産形成につながらないもの

人件費（人に係るもの）の減（▲６５億円）・人件費（人に係るもの）の減（▲６５億円）

・補助金等（移転支出的なもの）の増（＋１１５億円）

・他団体への公共資産整備補助金等（移転支出的なもの）の減（▲７５億円）

○経常収益 １７１億円（▲８億円、４．２％の減）○経常収益 １７１億円（ ８億円、４．２％の減）

行政サービスに対する直接の受益者負担

・使用料・手数料 １０８億円（▲１億円）

・分担金・負担金・寄附金 ６３億円（▲７億円）

○純経常行政コスト ５，４１８億円（▲１３億円、０．２％の減）

行政コストから経常収益を差し引いた額で、地方税や地方交付税といった一般財源や基金の取り崩しで賄わなけれ

ばならないコストは減少

経常収益

人に係るもの

1,907億円（▲75億円）

物に係るもの1,549億円

（＋8億円）

移転支出的なもの

1,876億円（＋42億円）

その他

21年度

5,589億円

（▲21億円）

171億円（▲8億円）

純経常行政コスト

5,418億円（▲13億円）

257億円（＋4億円）
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純資産変動計算書純資産変動計算書

「純資産変動計算書」とは、地方公共団体の純資産（資産から負債を差し引いた残余）

が、一会計期間にどのように増減したかを示すものである。

○期首純資産残高 ２兆１，１７４億円

経常行政コスト ▲ ５ ５８９億円・経常行政コスト ▲ ５，５８９億円

・経常収益 １７１億円

・一般財源 ３，７８１億円 （地方税 １，３８７億円、地方交付税 ２，０９６億円等）

補助金等受入 １ ６５６億円・補助金等受入 １，６５６億円

・臨時損益 ▲ １３億円 （災害復旧 ▲４億円、公共資産除売却損益▲ ６億円等）

・資産評価替え等 ▲ １６０億円 （試験研究機関の独法化に伴う評価替 ▲１６０億円等）

○期末純資産残高 ２兆１，０２０億円 （２１年度中の変動額 ▲１５４億円）
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資金収支計算書資金収支計算書

「資金収支計算書」は現金の流れを示すものであり、その収支を性質に応じて、経常的

収支、公共資産整備収支、投資・財務的収支などと区分したものである。

○経常的収支の部（経常的な行政活動による資金収支） １，６９６億円
（支出の主なもの）

人件費 １，９１３億円、補助金等 １，１０９億円

（収入の主なもの）

地方税 １，３８１億円、地方交付税 ２，０９６億円

全体収支
▲４億円

歳計現金残高

○公共資産整備収支の部（公共事業等に伴う資金収支） ▲ ５２０億円

（支出の主なもの）

公共資産整備 １ ０５１億円 公共資産整備補助金等支出 ５１５億円 歳計現金残高
９０億円

→ ８６億円

公共資産整備 １，０５１億円、公共資産整備補助金等支出 ５１５億円

（収入の主なもの）

国庫支出金 ３５７億円、地方債 ６１５億円

○財務的収支の部（投資活動や地方債の償還等による資金収支）○財務的収支の部（投資活動や地方債の償還等による資金収支）

▲１，１８０億円
（支出の主なもの）

貸付金 ４６４億円、基金積立金 ５０１億円、地方債償還 ９７５億円
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（収入の主なもの）

貸付金回収 ４５８億円、国庫支出金 ３８４億円、地方債 ２４億円



連結財務書類４表

普通会計、公営事業会計（8事業会計）及び県が1/4以上を出資する第三セクター等

（2地方独立行政法人、地方三公社、第三セクター等21団体）を連結対象として作成。

連結行政コスト計算書

〈連結財務書類４表の関係〉

連結貸借対照表 連結行政 ト計算書

資産　【3兆8,810億円】 負債　【1兆6,447億円】 経常行政コスト　【6,045億円】

－

… 経常収益　【617億円】

資金　【556億円】 純資産 【2兆2,363億円】 ＝

うち財政調整基金等 純経常行政コスト 【5 428億円】

貸 表

 うち財政調整基金等 純経常行政コスト 【5,428億円】

　　　　　　　　　【235億円】

 うち現金等　 【321億円】

…

連結純資産変動計算書

期首純資産残高　【2兆2,524億円】

－

純経常行政コスト　【5,428億円】

＋

支出　【8,125億円】

＝

収入　【8,102億円】

－

連結資金収支計算書

＋

一般財源、補助金受入等　【5,431億円】

－

臨時損益等　【164億円】

＝

期首資金残高　【344億円】

＝

資金増減額　【▲23億円】

＋

＝
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期末純資産残高　【2兆2,363億円】期末資金残高　【321億円】



連結貸借対照表
＜連単比率 連結決算が普通会計の何倍になっているかを示すもの＞
○資産合計額 ３兆８，８１０億円（連単比率１．０６倍）
○負債合計額 １兆６ ４４７億円（連単比率１ ０５倍）○負債合計額 １兆６，４４７億円（連単比率１．０５倍）
○純資産合計額 ２兆２，３６３億円（連単比率１．０６倍）

いずれの連単比率も１．０６倍程度と小さく、また、資産合計額の連単比率１．０６倍
は 負債合計額の連単比率１ ０５倍を上回っていることから 資産合計額と負債合計額の

流動負債1,326億円
普通会計

は、負債合計額の連単比率１．０５倍を上回っていることから、資産合計額と負債合計額の
差引により算出される純資産額の割合は、高くなっている。

資産合計3兆6,670億円 固定負債1兆4,324億円

流動負債310億円

純資産2兆1,020億円

連結対象のみ

資産合計2,903億円 固定負債1,146億円

流動負債1,634億円

純資産1,447億円

会計間取引の
相殺消去

連結

資産合計 3兆8,810億円 固定負債14,813億円 純資産22,363億円

連結貸借対照表は普通会計の１ ０６倍

連結

連結貸借対照表は普通会計の１．０６倍
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連結行政コスト計算書
○連結対象のみの行政コスト計算書

・連結対象のみ（公営事業会計及び第三セクター等）の行政コスト計算書の純経常行政
コストは２２億円となっている。主な要因は、下水道事業の２７億円で、減価償却費
うち 部 お 受益者負担（経常収益）から除外されるも がある と よるのうち、一部において受益者負担（経常収益）から除外されるものがあることによる。

○連結行政コスト計算書
・会計間取引の相殺消去により、地方税や地方交付税といった一般財源や基金の取り崩
しで賄わなければならない純経常行政コストは、普通会計より１０億円増加している。

経常収益 171億円

しで賄わなければならない純経常行政コストは、普通会計より１０億円増加している。

経常収益607億円

純経常行政コスト

5,418億円普通会計

経常収益617億円

純経常行政コスト

経常行政コスト22億円連結対象のみ
会計間取引の

相殺消去
会計間取引の

相殺消去

純経常行政コスト

5,428億円

0億円 1,000億円 2,000億円 3,000億円 4,000億円 5,000億円 6,000億円 7,000億円

連結
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連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書

○期首純資産残高 ２兆２ ５２８億円○期首純資産残高 ２兆２，５２８億円
・経常行政コスト ▲６，０４５億円

・経常収益 ※  ６１７億円

（ ）・一般財源 ※ ３，７６２億円（地方税 １，３８７億円、地方交付税 ２，０９６億円等）
・補助金等受入 ※ １，６６９億円
※はコストを賄うための収入。（コストを収入で賄いきれずコスト超過となっている。）

・臨時損益 ▲２３億円（災害復旧 ４億円、公共資産除売却損益 ６億円等）
・資産評価替え等 ▲１４５億円（試験研究機関の独法化に伴う評価替 １６０億円等）

○期末純資産残高 ２兆２，３６３億円○期末純資産残高 兆 ， 億円

２１年度中の純資産変動額 ▲１６５億円（普通会計▲１５４億円）
（参考）（参考）
連結対象のみの純資産変動額 ５８億円
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連結資金収支計算書連結資金収支計算書

○経常的収支の部（経常的な行政活動による資金収支）
（支出：４，１５０億円、収入：５，９３７億円⇒収支：１，７８７億円）
【主なもの】
・人件費 ２，０９６億円 ・地方税 １，３８１億円
・補助金等 １，０６６億円 ・地方交付税 ２，０９６億円

・国県補助金等 ９４１億円

○公共資産整備収支の部（公共事業等に伴う資金収支）
全体収支

○公共資産整備収支の部（公共事業等に伴う資金収支）
（支出：１，５９９億円、収入：１，０８０億円⇒収支： ▲５１９億円）
【主なもの】
・公共資産整備 １，０８４億円 ・国県補助金等 ３６７億円
・公共資産整備補助金 ５０５億円 ・地方債 ６２９億円

▲２３億円

資金残高

３２１億円公共資産整備補助金 ５０５億円 地方債 ６２９億円

○投資・財務的収支の部（投資活動や地方債の償還等による資金収支）
（支出：２，３７６億円、収入：１，０８５億円⇒収支： ▲１，２９１億円）
【主なもの】

３２１億円

【主なもの】
・基金積立額 ６３７億円 ・貸付金回収 ４２９億円
・地方債償還 １，０２７億円 ・国県補助金等 ３８４億円

（参考）
連結対象のみの全体収支 ▲１８億円 資金残高 ２３５億円
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連結対象のみの全体収支 ▲１８億円、資金残高 ２３５億円


